
狛江市まちづくり条例施行規則の一部を改正する規則

令和４年10月20日

規則第63号

狛江市まちづくり条例施行規則（平成15年規則第43号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（開発等事業の適用範囲） （開発等事業の適用範囲）

第17条 条例第33条第４号に規定する環境に著しい影響を与える

おそれのある土地利用の変更及び工作物の設置等の範囲は，別

表第３に定めるところによる。

第17条 条例第33条第３号に規定する環境に著しい影響を与える

おそれのある土地利用の変更及び工作物の設置等の範囲は，別

表第３に定めるところによる。

（事前協議申請書） （事前協議申請書）

第21条 事業者は，条例第37条第１項の規定により事前協議申請

書（第23号様式）を提出するときは，条例第33条第１号に該当

する行為については別表第５に，同条第２号に該当する行為に

ついては別表第６に，同条第３号に該当する行為については別

表第７に，同条第４号に該当する行為のうち土地利用の変更に

ついては別表第８に，工作物の設置については別表第９に掲げ

る図書をそれぞれ添付するものとする。

第21条 事業者は，条例第37条第１項の規定により事前協議申請

書（第23号様式）を提出するときは，条例第33条第１号に該当

する行為については別表第５に，同条第２号に該当する行為に

ついては別表第６に，同条第３号に該当する行為のうち土地利

用の変更については別表第７に，工作物の設置については別表

第８に掲げる図書をそれぞれ添付するものとする。

（各課協議） （各課協議）

第22条 市長は，前条に規定する事前協議申請書を受理したとき

は，原則として受理後14日以内に第３項の表に規定する協議事

項を協議するものとする。

第22条 市長は，前条に規定する事前協議申請書を受理したとき

は，原則として受理後14日以内に協議事項を確認するための会

議を開催するものとする。

２～４ （略） ２～４ （略）

（開発等事業の変更） （開発等事業の変更）



改 正 後 改 正 前

第28条 条例第46条第１項ただし書に規定する軽微な変更は，別

表第10に定めるものとする。

第28条 条例第46条第１項に規定する軽微な変更は，別表第９に

定めるものとする。

２ 条例第46条第１項ただし書に規定する届出は，開発等事業変

更届（第27号様式）に事業計画書及び第21条の規定により提出

した別表第５から別表第９までに掲げる図書のうち変更に係る

ものを添付するものとする。

２ 条例第46条第１項ただし書に規定する届出は，開発等事業変

更届（第27号様式）に事業計画書及び第21条の規定により提出

した別表第５から別表第８までに掲げる図書のうち変更に係る

ものを添付するものとする。

３ （略） ３ （略）

（開発等事業の廃止） （開発等事業の取下げ）

第29条 条例第46条の２第１項の規定による届出は，廃止届（第

28号様式）により行うものとする。

第29条 事業主は，条例第34条により届出書を提出した開発等事

業を廃止するときは，取下書（第28号様式）を提出するものと

する。

（大規模開発等事業構想の届出） （大規模開発等事業構想の届出）

第36条 （略） 第36条 （略）

２ 条例第56条第３項の規定による協議は，大規模開発等事業構

想事前相談カード（第35号の３様式。以下「相談カード」とい

う。）に必要な書類を添えて市長に提出し，行うものとする。

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

３ 前項の規定により相談カードの提出があったときには，内容

を確認の上，次に掲げる事項に該当する場合には，第１項の大

規模開発等事業構想届出書の提出及び次条から第46条までの手

続を省略できる旨を届出者に通知するものとする。

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(１) 地区計画の都市計画決定手続において，当該地での事業

の規模，配置，空地等の土地利用について周知していると

き。

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿

(２) その他市長が大規模開発等事業構想の手続が不要と認め

るとき。

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿



改 正 後 改 正 前

（大規模開発等事業構想協議） （大規模開発等事業構想協議）

第40条 事業者は，条例第64条第１項の規定により大規模開発等

事業構想協議申請書（第39号様式）を提出するときは，別表第

11に掲げる図書を添付するものとする。

第40条 事業者は，条例第64条第１項の規定により大規模開発等

事業構想協議申請書（第39号様式）を提出するときは，別表第

10に掲げる図書を添付するものとする。

（大規模開発等事業構想の廃止） （大規模開発等事業構想の取下げ）

第44条 条例第65条の２第１項の規定による届出は，廃止届によ

り行うものとする。

第44条 事業主は，条例第56条第２項の規定により届出書を提出

した大規模開発等事業構想を廃止するときは，取下書を提出す

るものとする。

（関連性が認められる事業主） （関連性が認められる事業主）

第47条 条例第72条第３号の規則で定める関連性が認められる事

業主は，次の各号のいずれかに該当する事業主とする。ただ

し，市長が適当でないと認めるときは，この限りでない。

第47条 条例第72条第１号ウの規則で定める関連性が認められる

事業主は，次の各号のいずれかに該当する事業主とする。ただ

し，市長が適当でないと認めるときは，この限りでない。

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略）

（一団の土地において２以上のまちづくり案件を行う場合の期

間の算定）

（一団の土地において２以上の開発等事業等を行う場合の期間

の算定）

第48条 条例第72条に規定する規則で定める期間とは，先に行わ

れた開発等事業，大規模開発等事業又は小規模開発等事業（以

下「まちづくり案件」という。）についての第31条の検査済証

の交付日又は条例第69条の適合通知書の交付日の翌日から行わ

れるまちづくり案件の条例第34条の開発等事業届出書，条例第

56条第２項の大規模開発等事業構想届出書又は条例第67条第２

項の小規模開発等事業届出書の提出日までの期間が３年以内の

ものをいう。ただし，条例第72条第２号の土地所有者が同一で

第48条 条例第72条第１号の期間は，開発等事業，大規模開発等

事業又は小規模開発等事業（以下「開発等事業等」という。）

についての第31条の検査済証の交付日又は条例第69条の適合通

知書の交付日の翌日を基準日として３年間とする。ただし，条

例第72条第１号イの土地所有者が同一であった土地について

は，相続による所有権移転登記の日から１年間とする。



改 正 後 改 正 前

あった土地において，相続による場合には，当該相続による所

有権移転登記の日から１年以内とする。

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

２ 条例第72条第２号に規定する３年以内とは，隣接する先に行

われた開発等事業等についての第31条の検査済証の交付日又は

条例第69条の適合通知書の交付日の翌日から後に行われる開発

等事業等の条例第34条の開発等事業届出書又は条例第67条第２

項の小規模開発等事業届出書の提出日までの期間をいうものと

する。この場合において，条例第56条第２項の大規模開発等事

業構想届出書の提出を行う場合は，先に行われた開発等事業等

についての第31条の検査済証の交付日又は条例第69条の適合通

知書の交付日の翌日から後に行われる大規模開発等事業につい

ての条例第56条第２項の大規模開発等事業構想届出書の提出日

までの期間をいうものとする。

（一団の土地において２以上のまちづくり案件を行う場合の特

例の判断）

（一団の土地において２以上の開発等事業等を行う場合の判

断）

第49条 （略） 第49条 （略）

（廃止） （取下げ）

第54条 市長は，自己都合により開発等事業の手続が滞っている

場合は，事業の廃止を求めることができる。

第54条 市長は，自己都合により開発等事業の手続が滞っている

場合は，事業の取下げを求めることができる。

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

文書の種類 関係条項 様式番号

（略）

文書の種類 関係条項 様式番号

（略）



改 正 後 改 正 前

別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係）

事業計画書 条例第37条第１項

及び条例第64条第

１項・第21条及び

第40条

第 23 号 の ３

様式

（略）

廃止届 条例第46条の２第

１項・第65条の２

第１項

第28号様式

（略）

事業構想概要書 条 例 第 56 条 第 ２

項・第36条

第 35 号 の ２

様式

大規模開発等事業構想事

前相談カード

条 例 第 56 条 第 ３

項・第36条第２項

第 35 号 の ３

様式

大規模開発等事業構想標

識板

条 例 第 58 条 第 １

項・第37条第１項

第36号様式

（略）

事業計画書 条 例 第 37 条 第 １

項・第21条

第 23 号 の ３

様式

（略）

取下書 第29条・第44条 第28号様式

（略）

事業構想概要書 条 例 第 56 条 第 ２

項・第36条

第 35 号 の ２

様式

大規模開発等事業構想標

識板

条 例 第 58 条 第 １

項・第37条第１項

第36号様式

（略）

開発等事業の区分 近隣住民の範囲 開発等事業の区分 近隣住民の範囲



改 正 後 改 正 前

（略）

条例第33

条第２号

に規定す

る行為

延べ床面積が

1,000㎡未満の

場合

建築物の敷地境界からの水平距

離が当該建築物の高さの２倍の範

囲内において住所を有する者等

延べ床面積が

1,000 ㎡ 以 上

3,000㎡未満の

場合

次のいずれかに該当する者をい

う。

(１)建築物の敷地境界からの水平

距離が当該建築物の高さの２

倍の範囲内において住所を有

する者等

(２)工事車両が通行する幅員６ｍ

未満の道路の沿道において住

所を有する者及び事業を営む

者

延べ床面積が

3,000㎡以上の

場合

次のいずれかに該当する者をい

う。

(１)建築物の敷地境界からの水平

距離が当該建築物の高さの２

倍又は50ｍのうち大きい範囲

内において住所を有する者等

(２)工事車両が通行する幅員６ｍ

未満の道路の沿道において住

所を有する者及び事業を営む

者

（略）

条例第33

条第２号

に規定す

る行為

延べ床面積が

1,000㎡未満の

場合

建築物の敷地境界からの水平距

離が当該建築物の高さの２倍の範

囲内において住所を有する者等

延べ床面積が

1,000 ㎡ 以 上

3,000㎡未満の

場合

次のいずれかに該当する者をい

う。

(１)建築物の敷地境界からの水平

距離が当該建築物の高さの２

倍の範囲内において住所を有

する者等

(２)工事車両が通行する幅員６ｍ

未満の道路の沿道において住

所を有する者及び事業を営む

者

延べ床面積が

3,000㎡以上の

場合

次のいずれかに該当する者をい

う。

(１)建築物の敷地境界からの水平

距離が当該建築物の高さの２

倍又は50ｍのうち大きい範囲

内において住所を有する者等

(２)工事車両が通行する幅員６ｍ

未満の道路の沿道において住

所を有する者及び事業を営む

者



改 正 後 改 正 前

別表第３（第17条関係） 別表第３（第17条関係）

別表第４（第20条関係） 別表第４（第20条関係）

条例第33

条第３号

に規定す

る行為

事業施行区域の境界からの水平

距離20ｍの範囲内において住所を

有する者等

条例第33

条第４号

に規定す

る行為

土地利用の変

更の場合

当該土地の境界からの水平距離

が20ｍの範囲内において住所を有

する者等

工作物の設置

の場合

当該工作物を設置する土地の境

界からの水平距離が当該工作物の

高さの２倍の範囲内において住所

を有する者及び事業を営む者

（略）

条例第33

条第３号

に規定す

る行為

土地利用の変

更の場合

当該土地の境界からの水平距離

が20ｍの範囲内において住所を有

する者等

工作物の設置

の場合

当該工作物を設置する土地の境

界からの水平距離が当該工作物の

高さの２倍の範囲内において住所

を有する者及び事業を営む者

（略）

区分 内容 規模

（略）

その他 市長が特に必要と認めるも

の

区分 内容 規模

（略）

その他 市長が特に必要と認めたも

の

開発等事業の区分 最低説明事項

条例第33条第１号又は第３号 １ 位置

開発等事業の区分 最低説明事項

条例第33条第１号に規定する １ 位置



改 正 後 改 正 前

に規定する行為 ２ 区域

３ 事業内容（事業施行面積，

切土盛土に関すること，道路

に関すること，区画数，区画

割，最大最小区画面積）

４ 工事車両経路

５ 工事期間

６ 事業者

７ 工事施行者

８ 事業者及び工事施行者の連

絡先

９ 地域環境への貢献

（略）

条例第33条第

４号に規定す

る行為

土 地 利 用 の

変更の場合

１ 位置

２ 区域

３ 事業内容（事業施行面積，

事業内容，建築物に関するこ

と，工作物に関すること。）

行為 ２ 区域

３ 事業内容（事業施行面積，

切土盛土に関すること，道路

に関すること，区画数，区画

割，最大最小区画面積）

４ 工事車両経路

５ 工事期間

６ 事業者

７ 工事施行者

８ 事業者及び工事施行者の連

絡先

９ 地域環境への貢献

（略）

条例第33条第

３号に規定す

る行為

土 地 利 用 の

変更の場合

１ 位置

２ 区域

３ 事業内容（事業施行面積，

事業内容，建築物に関するこ

と，工作物に関すること。）



改 正 後 改 正 前

４ 工事車両経路

５ 工事期間

６ 事業者

７ 工事施行者

８ 事業者及び工事施行者の連

絡先

９ 地域環境への貢献

工 作 物 の 設

置の場合

１ 位置

２ 区域

３ 事業内容（事業施行面積，

工作物の内容，規模）

４ 工事車両経路

５ 工事期間

６ 事業者

７ 工事施行者

８ 事業者及び工事施行者の連

絡先

４ 工事車両経路

５ 工事期間

６ 事業者

７ 工事施行者

８ 事業者及び工事施行者の連

絡先

９ 地域環境への貢献

工 作 物 の 設

置の場合

１ 位置

２ 区域

３ 事業内容（事業施行面積，

工作物の内容，規模）

４ 工事車両経路

５ 工事期間

６ 事業者

７ 工事施行者

８ 事業者及び工事施行者の連

絡先



改 正 後 改 正 前

別表第７（第21条・第28条関係） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

事前協議申請書添付図書（条例第33条第３号に該当する行為） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

９ 地域環境への貢献 ９ 地域環境への貢献

種類 提出部数

事業計画書 11部

説明会報告書 ２部

委任状（ただし，事業主が手続を行う

場合は除く。）※実印を押印
２部

位置図（案内図） 11部

区域図（公図の写し） ５部

現況図（既存樹木を表示したもの） ５部

求積図 11部

土地利用計画図 11部

排水施設平面図，断面図 ４部

給水施設平面図 ４部

浸透量計算書 ３部

外構，植栽図 ５部



改 正 後 改 正 前

別表第８（第21条・第28条関係） 別表第７（第21条・第28条関係）

事前協議申請書添付図書（条例第33条第４号に該当する行為のう

ち工作物の設置等を除く土地利用の変更等）

事前協議申請書添付図書（条例第33条第３号に該当する行為のう

ち工作物の設置等を除く土地利用の変更等）

別表第９（第21条・第28条関係） 別表第８（第21条・第28条関係）

事前協議申請書添付図書（条例第33条第４号に該当する行為のう事前協議申請書添付図書（条例第33条第３号に該当する行為のう

工事車両通行経路図 ４部

登記事項証明書（全部事項証明書）※

原本を提出

１部

印鑑登録証明書 １部

代表者事項証明書（事業者が法人の場

合）※原本を提出

１部

同意書（土地所有者が事業者と異なる

場合）

１部

種類 提出部数

（略）

現況図（既存樹木を表示したもの） ５部

求積図 11部

土地利用計画図 11部

（略）

種類 提出部数

（略）

現況図（既存樹木を表示したもの） ５部

土地利用計画図 11部

（略）



改 正 後 改 正 前

ち工作物の設置等） ち工作物の設置等）

別表第10（第28条関係） 別表第９（第28条関係）

別表第11（第40条関係） 別表第10（第40条関係）

大規模開発等事業構想協議申請書添付図書 大規模開発等事業構想協議申請書添付図書

備考 備考

土地利用構想図に代えて，設計図を添付することは可とする。 土地利用構想図に代えて，設計図を添付することは可とする。

（略） （略）

開発等事業の区分 内容

条例第33条第１号又は第３号に規

定する行為

都市計画法施行規則（昭和

44年建設省令第49号）第28

条の４各号に該当するもの

（略）

条例第 33条第４

号に規定する行

為

土地利用の変

更

規模が減少するもの

工作物の設置

開発等事業の区分 内容

条例第33条第１号に規定する行為 都市計画法施行規則（昭和

44年建設省令第49号）第28

条の４各号に該当するもの

（略）

条例第 33条第３

号に規定する行

為

土地利用の変

更

規模が減少するもの

工作物の設置

（略） （略）

第20号様式，第21号様式，第23号の３様式，第28号様式，第35号様式，第35号の２様式，第35号の３様式，第36号様式，第44号様

式，第45号様式及び第49号様式を別紙のように改め，第35号の２様式の次に別紙の１様式を加える。

付 則

１ この規則は，公布の日から施行する。ただし，第17条，第21条，第28条，第40条，第48条，別表第２，別表第４及び別表第７か

ら別表第11までの改正規定は，令和５年４月１日から施行する。



２ この規則の施行の際，改正前の規定により作成した様式で，用紙が現存するものは，所要の修正を加え，なお使用することがで

きる。


